
 

令和３年３月 19 日 

 

 地域密着型サービス事業所  

居宅介護支援事業所        管理者様 

介護予防・日常生活支援総合事業所  

  

諏訪広域連合介護保険課長 

 

 

 

令和３年度介護報酬改定に係る届出の提出について（通知） 

 

 

日頃から介護保険事業につきまして、格別の御協力を賜り御礼申し上げます。 

さて、令和３年度介護報酬改定に伴い、新たな加算の創設、現行の加算の廃止、

現行の加算に関する算定要件の見直し等が行われました。 

つきましては、令和３年度介護報酬改定に係る加算を算定する介護サービス事

業所は、下記により加算算定に係る届出書類を作成し、提出してください。 

なお、本通知に定める内容は、令和３年度介護報酬改定によるものでない加算の

算定等については対象外となります。 

 

記 

 

１ 提出書類  

（１）介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 

（２）介護給付費算定に関する体制等状況一覧表（令和３年４月版） 

（３）加算算定要件の確認できる書類 

   ※各加算の算定要件を確認のこと 

 

２ 提出部数 

１部 

 

３ 提出書類掲載場所 

 次の諏訪広域連合ホームページ上に、提出書類様式等を掲載しています。 

「新着情報」→「令和 3年度介護報酬改定に伴う届出書の提出について」 又は 

「介護保険」→「事業者等の皆様へ」→「令和 3年度介護報酬改定に伴う届出書の

提出について」 

 

 



 

４ 提出期限 

 令和３年４月 15 日（木）【必着】 

 ※他の指定権者とは期限が異なります。他の指定権者に係る届出の期限につい

ては各指定権者へお問い合わせください。 

 ※提出期限を過ぎた場合、令和３年４月サービス提供分（一部サービスについて

は５月サービス提供分も）の加算算定はできませんので、期日厳守で提出してくだ

さい。 

 

５ 提出先 

諏訪広域連合介護保険課に、メール、郵送又は持参にて提出してください。 

 

６ 留意事項 

 ・新たに追加された加算項目だけでなく、算定要件が変更されたものについては

既存の加算項目等であっても改めて届出が必要となります（別表参照）。 

 ・別表に掲載している加算項目について届出がない場合には、「なし」又は「対

応不可」として取り扱います。 

 ・別表については、資料「介護給付費算定の届出等に係る留意事項について」内

で示された「既存のサービス事業所の届出留意事項」のうち、諏訪広域連合への届

出に係る部分を一部抜粋したものとなります。 

・体制届の受理後であっても、今後示される厚生労働省のＱ＆Ａ等により、お問

い合わせ時に説明した内容を変更し、追加の書類等を求める場合がありますので、

あらかじめご承知おきください。 

 

７ その他 

・加算に関するご不明点等は、厚生労働省から発出される報酬改定に係る解釈

通知およびＱ＆Ａ等を十分ご確認いただいたうえで、質問票（別紙様式 1）にてメ

ール又はＦＡＸでお問い合わせください（原則、電話での受付はいたしません）。 

・いただいた質問は内容を精査し、国の通知等を踏まえたうえで、特に多くいた

だいたご質問についてはＱ＆Ａとしてまとめる予定です。（そのため回答に時間を

要する場合や、Ｑ＆Ａ掲載をもって回答に代えさせていただく場合があります。） 

 

 

 

 

 

 諏訪広域連合 介護保険課 

事業所指導・支援係 五味 宮田 高橋 

℡：０２６６－８２－８１６２ 

Fax：０２６６－７１－２０７１ 

E-mail: kaigo@union.suwa.lg.jp 
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令和３年度介護報酬改定に伴い届出が必要な項目（一部抜粋） 

本表は、「既存のサービス事業所の届出留意事項」の一部抜粋となります。 

項番 サービス種類 届出項目 届出の取扱い 

１ ・全サービス共通 「LIFE への登録」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

 

※LIFE の活用等が要件として含ま

れる加算（別紙参照）については、

「２：あり」として届出をしないと

当該加算を請求できません。 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２ ・定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

「認知症専門ケア加算」 

 「１：なし」 

 「２：加算Ⅰ」 

 「３：加算Ⅱ」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

３ ・地域密着型通所介護 「個別機能訓練加算」 

 「１：なし」 

 「２：加算Ⅰイ」 

 「３：加算Ⅰロ」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

４ ・地域密着型通所介護 （現）「ADL 維持等加算」 

     ↓ 

（新）「ADL 維持等加算Ⅲ」 

に名称変更 

既存届出内容が「２：あ

り」であっても必ず新規

届出が必要。 

５ ・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・地域密着型通所介護 

（現）「入浴介助体制加算」 

「１：なし」 

「２：あり」 

     ↓ 

（新）「入浴介助加算」 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

に変更 

 

 

既存届出内容が「２：あ

り」であっても新規届出

が必要。 

別表 
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６ ・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・地域密着型通所介護 

「感染症又は災害の発生を理由と

する利用者数の減少が一定以上生

じている場合の対応」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

７ ・（介護予防）認知症対応型

共同生活介護 

・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉

施設 

・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・（介護予防）小規模多機能

型居宅介護 

・複合型サービス 

・地域密着型通所介護 

・通所型サービス（独自） 

「科学的介護推進体制加算」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

８ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉

施設 

・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・地域密着型通所介護 

・通所型サービス（独自） 

「生活機能向上連携加算」 

（現）「１：なし」 

   「２：あり」 

     ↓ 

（新）「１：なし」 

   「３：加算Ⅰ」 

   「２：加算Ⅱ」 

に変更 

既存届出内容が「２：あ

り」であっても新規届出

が必要。 

９ ・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・地域密着型通所介護 

・通所型サービス（独自） 

（現）「口腔機能向上体制加算」 

     ↓ 

（新）「口腔機能向上加算」 

に名称変更 

 

（加算に新たな区分が追加されて

いますが、体制等状況一覧表の届出

項目は「１：なし」、「２：あり」か

ら変更ありません） 

 

 

 

既存届出内容が「２：あ

り」であっても新規届出

が必要。 
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１０ ・（介護予防）認知症対応型

通所介護 

・通所型サービス（独自） 

「サービス提供体制強化加算」 

（現）「１：なし」 

   「４：加算Ⅰイ」 

   「２：加算Ⅰロ」 

   「３：加算Ⅱ」 

     ↓ 

（新）「１：なし」 

   「５：加算Ⅰ」 

   「４：加算Ⅱ」 

   「６：加算Ⅲ」 

に変更 

算定要件が変更となっ

たため、現行の加算を算

定している事業所につ

いては必ず新規届出が

必要（取り下げ含む）。 

 

なお、新規届出がない場

合は新加算を算定でき

ません。 

 

１１ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

・（介護予防）認知症対応型

共同生活介護（短期利用

型） 

・（介護予防）小規模多機能

型居宅介護（短期利用型） 

・定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

「サービス提供体制強化加算」 

（現）「１：なし」 

   「５：加算Ⅰイ」 

   「２：加算Ⅰロ」 

   「３：加算Ⅱ」 

   「４：加算Ⅲ」 

     ↓ 

（新）「１：なし」 

   「６：加算Ⅰ」 

   「５：加算Ⅱ」 

   「７：加算Ⅲ」 

に変更 

算定要件が変更となっ

たため、現行の加算を算

定している事業所につ

いては必ず新規届出が

必要（取り下げ含む）。 

 

なお、新規届出がない場

合は新加算を算定でき

ません。 

 

１２ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

「サービス提供体制強化加算」 

（現）「１：なし」 

   「２：加算Ⅰイ」 

   「３：加算Ⅰロ」 

   「４：加算Ⅱ」 

   「５：加算Ⅲ」 

     ↓ 

（新）「１：なし」 

   「６：加算Ⅰ」 

   「２：加算Ⅱ」 

   「７：加算Ⅲ」 

に変更 

 

 

 

 

算定要件が変更となっ

たため、現行の加算を算

定している事業所につ

いては必ず新規届出が

必要（取り下げ含む）。 

 

なお、新規届出がない場

合は新加算を算定でき

ません。 
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１３ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

（現）「介護ロボットの導入」 

     ↓ 

（新）「テクノロジーの導入（夜勤

職員配置加算関係）」 

に名称変更 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

１４ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

「テクノロジーの導入（入居継続支

援加算関係）」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

１５ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

「入居継続支援加算」 

（現）「１：なし」 

   「２：あり」 

     ↓ 

（新）「１：なし」 

   「２：加算Ⅰ」 

   「３：加算Ⅱ」 

に変更 

算定要件が変更となっ

たため、現行の加算を算

定している事業所につ

いては必ず新規届出が

必要。 

 

なお、新規届出がない場

合は新加算を算定でき

ません。 

１６ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

「看取り介護加算」 

新たな区分として「加算Ⅱ」 

を新設 

 

（体制等状況一覧表の届出項目は

「１：なし」、「２：あり」から変更

ありません） 

新たな区分が新設され

たため必ず新規届出が

必要。 

 

なお、新規届出がない場

合は「１：なし」とみな

す。 

１７ ・地域密着型特定施設入居

者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉

施設 

・認知症対応型通所介護 

「ADL 維持等加算〔申出〕の有無」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

 

算定にあたっては、申出

を「２：あり」として届

出する必要があります。 
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１８ ・居宅介護支援 「特定事業所加算」 

（現）「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

   「３：加算Ⅱ」 

   「４：加算Ⅲ」 

     ↓ 

（現）「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

   「３：加算Ⅱ」 

   「４：加算Ⅲ」 

   「５：加算 A」 

に変更 

算定要件が変更となっ

たため「１：加算Ⅰ」、

「２：加算Ⅱ」、「３：加

算Ⅲ」については必ず新

規届出が必要。 

 

なお、新規届出がない場

合は、「５：加算 A」は算

定できません。 

 

１９ ・居宅介護支援 「情報通信機器等の活用等の体制」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２０ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「褥瘡マネジメント加算」 

新たな区分として「加算Ⅰ」、「加算

Ⅱ」を新設 

 

（体制等状況一覧表の届出項目は

「１：なし」、「２：あり」から変更

ありません） 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２１ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「栄養マネジメント強化体制」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２２ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「自立支援促進加算」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２３ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「安全管理体制」 

 「１：減算型」 

 「２：基準型」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

２４ ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「安全対策体制」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 
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 ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「栄養ケア・マネジメントの実施の

有無」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

 ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「排せつ支援加算」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

 ・地域密着型介護老人福祉

施設 

「テクノロジーの導入（日常生活支

援加算関係）」 

 「１：なし」 

 「２：あり」 

を新設 

新規届出がない場合は、

「１：なし」とみなす。 

 ・地域密着型通所介護 「サービス提供体制強化加算」 

（現）「１：なし」 

   「５：加算Ⅰイ」 

   「２：加算Ⅰロ」 

   「３：加算Ⅱ」 

   「４：加算Ⅲ」 

     ↓ 

（新） 

①イ：本体報酬が「地域密着型通所

介護費」の場合 

 

「１：なし」 

「６：加算Ⅰ」 

「５：加算Ⅱ」 

「７：加算Ⅲ」 

に変更 

 

②ロ：本体報酬が「療養通所介護費」

の場合 

「１：なし」 

「８：加算Ⅲイ」 

「４：加算Ⅲロ」 

に変更 

算定要件が変更となっ

たため、現行の加算を算

定している事業所につ

いては必ず新規届出が

必要（取り下げ含む）。 

 

なお、新規届出がない場

合は新加算を算定でき

ません。 

 


